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１.本調査の目的と方法 

（１）事業承継実態調査の背景 

 近年、事業者の高齢化等に伴う、後継者不在など事業承継に関する問題が深刻化している。 

 中小企業白書によれば、山形県内においても、ここ９年間で４.２万社から３.４万社と、

実に０.８万社（約２割）が姿を消しているという極めて深刻な状況にある。 

 

＜県内中小企業数の推移＞ 

 平成２４年 令和３年 令和３年―平成２４年 

県内中小企業数 ４２,２７７ ３４,５９３ ▲７,６８４(▲１９.０％) 

（出典：２０２５年版「中小企業白書」） 

 

 また、県内社長の平均年齢(６５.１３歳)は全国４番目の高さであり、後継者不在率につ

いても、改善傾向にあるものの、２０２５年は４２.５％と依然高水準にある。 

さらに、２０２４年に休廃業・解散した県内企業５２７件のうち、半数以上（５２.１％）

が黒字企業と、業績に問題がないにも関わらず、事業承継の遅れや後継者不在により、廃業

を選択する状況に追い込まれている企業が一定数存在することが想定される。 

 こうした中、円滑な事業承継は町内雇用の確保や優れた技術の継承、後継者による新事業

展開を行うにあたり、重要課題となっている。 

 これらの背景から、今回、町内の事業承継の現状を把握するため実態調査を行うこととし

た。 

 

２.調査概要 

（１）調査目的 

 町内中小企業者を対象に、事業承継の意向や後継者の有無、課題、必要な支援などに関す

る実態調査を実施し、町内中小企業者における事業承継の現状や課題、ニーズを把握すると

ともに、今後の事業承継に関する施策立案への参考とすることを目的とする。 

 

（２）調査対象 

 町内中小企業者 ６４４社 

 

（３）調査方法 

 郵送による調査票の送付・二次元コードまたはＦＡＸで回収 

 

（４）調査期間 

 令和８年５月１８日（月）～６月１０日（水） 
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（５）回収状況 

調査対象 回答数 回収率 

６６４社 ２２４社 ３４.８％ 

 

（６）留意点 

・図表中のＮは、各設問への回答者数を示している。 

・比率の算出にあたっては、無回答を除いたものを母数としている。 
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３.アンケート調査結果 

（１）業種別 

 

 

アンケートの回答事業者を業種別に分類してみると、最も多かったのが,「卸売・小売業」

と「サービス業」の２１％となっており、次いで、「建設業」（１８％）、「製造業」（１５％）

の順となっている。（Ｎ＝２２４） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

農業、林業、漁業

1%

建設業

18%

製造業

15%

情報通信業

1%

運輸業

2%

卸売・小売業

21%
不動産業

2%

飲食業、宿泊業

11%

医療,福祉

3%

サービス業

21%

その他の業種

5%

Q1-業種別
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（２）従業員数 

 

「５人以下」が７４％と最も多く、「２０人以下」（１６％）と合わせて、２０人以下の事業

者が９割を占めている。（Ｎ＝２１２） 

 

 

（３）代表者の年齢 

 
 代表者の年齢は、「５９歳以下」が４１％と最も多く、「６０～６４歳」（１４％）と合わ

せて、６４歳以下が５５％を占めている。（Ｎ＝２１６） 

 

5人以下

74%

20人以下

16%

50人未満

9%

50人以上

1%

従業員数

59歳以下

41%

60～64歳

14%

65～69歳

13%

70～74歳

14%

75歳以上

18%

代表者年齢
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４．事業継承の意向 

（１）事業承継の予定 

 

 事業承継の予定について、「当面、事業承継も廃業も必要ない」が２８％と最も多く、次

いで、「後継者がいて、本人から引継ぐことの了承を得ている」（２５％）、「現在の事業を継

続するつもりはなく、廃業を考えている」（１８％）となっている。後継者または候補者が

いる事業者は４０％、後継者がいないまたは廃業を考えている事業者は３２％を占めてい

る。（Ｎ＝２１６） 

 

 

 

 

後継者がいて、本

人から引継ぐこと

の了承を得ている

25%

後継者がいるが、

本人から引継ぐこ

との了承を得てい

ない

4%

後継者は決まってない

が、候補者がいる

11%後継者は決まって

おらず、候補者も

いない

14%

現在の事業を継続する

つもりはなく、廃業を

考えている

18%

当面、事業承継も

廃業も必要ない

28%

Q2-事業承継の予定

後継者がいて、本人から引継ぐことの了承を得ている

後継者がいるが、本人から引継ぐことの了承を得ていない

後継者は決まってないが、候補者がいる

後継者は決まっておらず、候補者もいない

現在の事業を継続するつもりはなく、廃業を考えている

当面、事業承継も廃業も必要ない
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（２）後継者候補 

 

 Ｑ２で「後継者がいて、本人から引継ぐことの了承を得ている」、「後継者がいるが、本人

から引継ぐことの了承を得ていない」、「後継者は決まってないが、候補者がいる」と回答し

た事業者の後継者候補は、「子どもなどの親族」が最も多く、８４％が親族内承継を予定し

ている。（Ｎ＝８５） 

 

（３）承継の具体的な準備 

 

 Ｑ２で「後継者がいて、本人から引継ぐことの了承を得ている」、「後継者がいるが、本人

から引継ぐことの了承を得ていない」、「後継者は決まってないが、候補者がいる」と回答し

た事業者のうち、６０％が具体的な準備を進めている。（Ｎ＝８３） 

 

子どもなどの親族

84%

親族以外の役員・

従業員

15%

第三者

1%

Q3-後継者候補

はい

60%

いいえ

40%

Q4-具体的な準備
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（４）事業承継の課題 

 

 Ｑ２で「後継者がいて、本人から引継ぐことの了承を得ている」、「後継者がいるが、本人

から引継ぐことの了承を得ていない」、「後継者は決まってないが、候補者がいる」と回答し

た事業者が考える、事業承継の取組みを進めるにあたっての課題は、「経営者の経営能力」

が２９％、次いで「技術・ノウハウの承継」（１８％）、「取引先との関係維持」（１１％）が

続いている。（Ｎ＝１６０） 

  

29%

10%

5%

11%

18%

9%

1%

3%

2%

0%

1%

11%

0% 100%

後継者の経営能力

相続税・贈与税の問題

後継者による株式・事業用資産の買取り

取引先との関係維持

技術・ノウハウの承継

金融機関との関係維持

親族間の相続問題

借入に対する現経営者の個人保証の解除

借入に対する現経営者所有物件の担保の解除

どこに相談してよいかわからない

その他

特になし

Q5-取り組みの課題（複数回答可）
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（５）事業承継の相談先 

 

 Ｑ２で「後継者がいて、本人から引継ぐことの了承を得ている」、「後継者がいるが、本人

から引継ぐことの了承を得ていない」、「後継者は決まってないが、候補者がいる」と回答し

た事業者の相談先の有無について、「はい」が（７１％）、「いいえ」が（２９％）となって

いる。（Ｎ＝８３） 

 

 

 Ｑ６で、「はい」と回答している約６割の事業者が、「税理士・弁護士・公認会計士」とし

ており、「商工会・商工会議所」（１８％）、「金融機関」（１０％）を大きく上回っている。

（Ｎ＝６８） 

はい

71%

いいえ

29%

Q6-相談先

62%

1%

10%

18%

9%

0% 100%

税理士・弁護士・公認会計士

民間コンサルタント

金融機関

商工会・商工会議所

その他

相談先詳細（複数回答可）
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（６）事業の引継ぎ先の候補 

 

Ｑ２で「４．後継者は決まっておらず、候補者もいない」と回答した事業者の、事業の引

継ぎ先の候補については「いいえ」が１００％となっている。（Ｎ＝３０） 

 

（７）事業の引継ぎをする上での課題 

 

Ｑ２で「４．後継者は決まっておらず、候補者もいない」と回答した事業者の、事業の引

継ぎをする上での課題として、「後継者がいない」が４７％、次いで「後継者教育」が１４％、

「後継者への株式の移転」が１１％となっている。（Ｎ＝３６） 

いいえ

100%

Q7-引継ぎ先

47%

14%

11%

0%

8%

3%

8%

6%

3%

0%

0% 100%

後継者候補がいない

後継者教育

後継者への株式の移転

取引先との関係維持

技術・ノウハウの承継

金融機関との関係維持

借入金・経営者保証などがある

事業承継に関する知識や理解が十分でない

どこに相談してよいかわからない

その他

Q8-引継ぎの課題（複数回答可）
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（８）事業の事業売却や譲渡の相談先の有無 

 

Ｑ２で「４．後継者は決まっておらず、候補者もいない」と回答した事業者の、事業の売

却や譲渡などの相談先に関する設問では、「いいえ」と回答する事業者が７３％を占めてい

る。（Ｎ＝３０） 

 

 

Ｑ９で「はい」と回答した事業者の、相談先として「商工会・商工会議所」が６７％、次

いで「税理士・弁護士・公認会計士」（１７％）、「金融機関」（１１％）となっている。（Ｎ

＝１８） 

はい

27%

いいえ

73%

Q9-相談専門家

17%

0%

11%

67%

6%

0% 100%

税理士・弁護士・公認会計士

民間コンサルタント

金融機関

商工会・商工会議所

その他

相談先詳細
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（９）「廃業」を考える理由 

 

 

 

Ｑ２で「現在の事業を継続するつもりなく、廃業を考えている」と回答した事業者の、廃

業理由としては、「後継者がいない」４４％と最も多く、次いで「事業に将来性がない」（２

３％）、「後継者候補に継ぐ意思がない」（１８％）、「地域に需要・発展性がない」（９％）と

なっている。（Ｎ＝３４） 

  

後継者がいない

44%

後継者候補に継

ぐ意思がない

18%

事業に将来性がない

23%

地域に需要・

発展性がない

9% その他

6%

Q10-廃業理由
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５．事業承継に必要な支援 

（１）必要な支援 

 

事業承継を円滑に進めるために必要な支援について、「特になし」が２８％と最も多く、次

いで「事業承継全般への相談対応」が１８％、「事業承継に必要な資金補助制度」が１５％

と続いている。（Ｎ＝３４４） 

  

18%

8%

6%

6%

5%

7%

15%

4%

3%

28%

0% 100%

事業承継全般への相談対応

事業承継計画の策定支援

後継者育成のためのセミナー等の開催

相続・税制に関するセミナーの開催

譲渡・売却に関するセミナーの開催

事業承継に必要な資金の融資制度

事業承継に必要な資金の補助制度

譲渡・売却マッチング支援

その他

特になし

Q11-必要な支援（複数回答可）
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６．事業承継相談 

（１）事業承継相談希望 

 

高畠町及び山形県事業承継・引継ぎ支援センターに相談を希望するかの設問では、「希望

する」（４％）、「希望しない」（９６％）、となっている。（Ｎ＝２１２） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．希望する

4%

２．希望しない

96%

Q12-相談希望
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調査結果からの円滑な事業承継を 

行うための課題等 
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 今回実施したアンケートの調査結果から見えてきた、高畠町内事業所の事業承継を円滑

に行う際の課題は次のとおりである。 

 

１.事業承継へのきめ細やかな支援 

 従業員２０人以下の小規模事業者が全体の９割を占めており、特に「５人以下」が７割を

超えていることから、経営資源の限られた小規模事業所に対し、山形県事業承継・引継ぎ支

援センターや士業、金融機関、支援機関によるきめ細かな支援が必要となる。 

 

２.７５歳以上の代表者に対する支援 

代表者年齢について、６４歳以下が過半数（５５%）を占める一方、７５歳以上の高齢層

も約２割（１８%）存在します。約５社に１社は、不測の事態による事業停止を防ぐため、

即時的な対応が求められる「待ったなし」の状態にあり、第三者への相談が求められる。 

 

３.後継者不在事業所に対するアプローチ 

 後継者または候補者がいる事業所は４０％だが、一方で、「後継者がいない」または「廃

業予定」が３２%を占めており、準備が整っている事業所と、承継の目途が立たず廃業に傾

く事業所の二極化となっており、後継者不在事業所に対するアプローチが必要である。 

 

４.引継ぎ手法の啓発  

 後継者候補について、「子どもなどの親族」が８割を超えており、依然として親族内承継

が主流となっている。親族以外の役員・従業員や第三者への承継は極めて少なく、今後は多

様な引継ぎ手法の啓発を要する。 

 

５.後継者育成 

事業承継を進めるにあたっての課題について、株式や税制面の課題よりも、「経営能力の

育成」（２９%）や「技術・ノウハウの継承」（１８%）といったソフト面への不安が上位に挙

がっており、次世代リーダーの育成支援が強く求められている。 

 

６.相談窓口の周知 

後継者の有無によって、相談環境において大きな差が生じており、後継者不在事業所の７

３％以上がどこにも相談しておらず、自身の判断のみで廃業に向かっている恐れがある。ま

た、町及び山形県事業承継・引継ぎ支援センターへの相談希望者はわずか４%に留まったプ

ッシュ型の情報提供や、敷居の低い相談窓口の周知が不可欠である。 
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アンケート調査票 
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令和８年５月１８日 

 高畠町内事業所代表者 各位 

                                       高 畠 町 長  

髙梨 忠博 

                 公益財団法人やまがた産業支援機構理事長  

平山 雅之 

 

事業承継に関するアンケート調査について（ご依頼） 

 

日頃より町商工振興行政に対して、ご理解とご協力を賜り厚く御礼申し上げます。 

さて、近年、事業者の高齢化等に伴う、後継者不在など事業承継に関する問題が深刻化し

ております。 

こうした中、本町の強みを活かし、地域経済の活性化を推進するとともに、持続可能なま

ちづくりを進めていくため、事業承継の現状や課題、支援ニーズ等を把握するためのアンケ

ート調査を、公益財団法人やまがた産業支援機構と連携して実施することといたしました。 

つきましては、ご多忙の折大変恐縮ですが、本調査の趣旨にご理解賜りますとともに調査

への協力をお願い申し上げます。 

※ 本調査の結果については、個別事業者の情報は一切公表せず、本調査の目的以外には

使用いたしません。 

記 

 

１. 回答方法 次のいずれかの方法でご回答をお願いいたします。 

（１）以下の URLから回答  

   https://logoform.jp/form/Us5A/1569341 

 

（２）右の二次元コードを読込んでの回答 

         

（３）別紙「事業承継に関するアンケート調査票」に記入のうえ、メール又は FAXで回答 

メールアドレス shokoshinko@town.takahata.yamagata.jp 

FAX番号 ０２３８－５２－１５４３ 

 

２.  回答期限 令和８年６月１０日（水）  

 

 

お問合せ先 

高畠町商工観光課商工振興係  

担当 齋藤、八巻 

電話：０２３８－５２－２０１９ 
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